
自動車取得税交付金 4,395万円

歳入合計

93億
3,022万円

地方交付税

11億 2,556万円

（12.1％）

町債

7億 3,330万円

（7.9％）

国庫支出金

11億 4,393万円

（12.3％）

地方消費税交付金（5.0％）

4億 6,645万円

地方譲与税（1.5％）

１億 4,103万円

県支出金（6.2％）

5億 8,174万円

繰入金（6.5％）

６億 757万円

繰越金（4.6％）

４億 3,072万円

諸収入（1.5％）１億 3,673万円
使用料及び手数料（0.8％）7,417万円

寄附金 1,257万円

分担金及び負担金 7,052万円

財産収入 677万円

その他（1.0％）

8,986万円

町税

36億 9,681万円

（39.6％）

その他（1.0％）１億 235万円

利子割交付金 545万円

交通安全対策特別交付金 395万円

株式等譲渡所得割交付金 1,538万円

地方特例交付金 1,858万円

配当割交付金 1,504万円
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歳出合計

89億
2,241万円

歳出合計

90億
370万円

民生費

24億 6,698万円

（27.4％）

教育費

17億 7,275万円

（19.7％）総務費

13億 9,423万円

（15.5％）

衛生費

10億 2,545万円

（11.4％）

土木費

7億 311万円

（7.8％）

公債費

７億 6,334万円

（8.5％）

消防費（4.7％）

４億 2,532万円

農林水産業費（2.5％）

２億 2,515万円

商工費（1.3％）

１億 1,727万円

議会費（1.1％）

１億 120万円

労働費（0.1％）

890万円

特別会計◆ 町の特別会計は5会計

会計名 歳入総額 歳出総額 差引額

国民健康保険 37 億 9,444 万円 35 億 9,782 万円 1 億 9,662 万円

後期高齢者医療 2 億 7,410 万円 2 億 7,304 万円 106 万円

介護保険 19 億 9,248 万円 19 億 1,304 万円 7,944 万円

下水道事業 2 億 3,570 万円 2 億 2,601 万円 969 万円

学校給食事業 2 億 4,028 万円 2 億 3,664 万円 364 万円

●基金の推移（過去 5 年間）
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●財政調整基金

計画的な財政運営を行

うための基金

●減債基金

地方債の返済を計画的

に行うための基金

●その他基金

公共施設等整備基金な

ど、その他の基金の合計

基金◆ 町の基金残高は約49億円
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●基金の内訳

基金は法令や条例によって設置され、特定の目的のために活用することがで
きます。グラフから分かるように、年々増加しています。

■各特別会計の決算状況は？

町の会計には一般会計の他に特別会計が

あります。一般会計は基本・全体的な経費

を管理する会計、特別会計は特定の事業

のためにそれぞれ独立して歳入・歳出を

管理する会計です。今回の決算でも、例年

どおり各特別会計いずれも健全な運営が

されていることが確認できました。

●歳入・歳出総額の推移（過去 5 年間）
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歳入
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平成30年9月議会で認定された平成29

年度の町の決算をお知らせします。

一般会計の歳入総額は93億3,022万

円、歳出総額は90億370万円でそれぞ

れ前年度比は、歳入2.7%の減、歳出1.7%

の減という結果でした。各会計の主な決

算額は、次のとおりです。　

問合先▶役場総務課Ｇ47-5004

歳入は、自主財源の根幹となる町税が前年より5,800万円増

加しましたが、自主財源比率は54.0％と直近5年間の平均より

低い数値でした。これは、繰入金や繰越金が前年より減少した

ことが要因です。今後は、安定的な自主財源確保のために、ふ

るさと納税推進などの取り組みが必要となります。歳出は、中

央公民館や学校施設の工事などにより教育費が増加、農業基

盤整備や町道整備工事の減少により農林水産業費と土木費が

減少、総額は1億5,389万円の減少となりました。また、近年各

地で多発している災害に対する事業として、防災マップの作

成や災害用備品の備蓄を行いました。今後も町民の皆さんが

安全・安心に暮らせるよう計画的な財政運営に努めます。

平成 29 年度の町の財政情報

自主財源（54.0％）

50億3,586万円
町が自ら確保するこ

とができるお金

依存財源（46.0％）

42億9,436万円

国や県などから割り当

てられたり交付された

りするお金

Close Up

決 算

町債は、負担する年齢層の平準化などを目的に町がする借金のことです。

グラフのとおり、平成27年度をピークに減少傾向にあります。

●町債の推移（過去 5 年間）
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●臨時財政対策債

全額を交付税の計算に

算入することで、実質的

に国が負担する地方債

●その他の町債

学校教育施設等整備事

業債や道路整備事業債

など、その他の町債の

合計

町債◆ 町の借金残高は約93億円
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●町債の推移（過去 5 年間）

総額は、歳入・歳出ともに町施設の耐震化など、多くの施設整備を行った平成27年度

をピークに減少傾向です。今後については、中央公民館建設完了による減少、社会保

障関係経費の民生費や老朽化公共施設の更新費用などの増加が見込まれています

■町税は増加、歳出総額は減少傾向

町が健全な財政運営かどうか、国が定めた５つの指標で確認で

きます。どの項目も算定されない、もしくは低い数値という結果

で、町の財政運営は健全であることが確認できました。

■健全化判断比率健全化判断比率

資金不足率

◆ 町の財政運営は

『健全』です

※赤字が生じない、または算定されない場合は「－」で表示しています。

※ 2　財政規模に対して、一般会計などが出した赤字額の割合

※ 3　財政規模に対して、町の持っている全会計が出した赤字額の割合

※ 4　財政規模に対しての借入金（地方債）の返済額（公債費）の割合

※ 5　一般会計などが将来負担しなくてはならない負債額の割合

指標名 邑楽町 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 ー 14.63％ 20.00％

連結実質赤字比率　 ー 19.63％              30.00％

実質公債費比率 6.3％ 25.0％ 35.0％

将来負担比率 ー 350.0％

※2

※3

※4

※5※1

会計名 邑楽町 経営健全化基準 備考

下水道事業特別会計　 ー 20.0％

■資金不足比率

※赤字が生じない、または算定されない場合は「－」で表示しています。

※ 1　公営企業会計（水道事業など）の営業収益における資金の不足額の割合
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